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（別表第４）

第三セクター情報公開資料

１　第三セクター名称等

名称 にしめ物産　株式会社 電話番号 0184-33-4260

２　資本金 30,000千円 市出資金 10,000千円 市出資割合 33.3

所在地 秋田県由利本荘市西目町沼田字新道下1112番地2 ＦＡＸ番号 0184-33-4266

設立年月日 平成7年4月14日 ＨＰアドレス http://eki.nisime.net/

前々年度 前年度 本年度 前々年度 前年度 本年度

３　事業内容

１．道の駅「にしめ」関連施設の管理運営（「ふるさと資源活用センター」（売店、レストラン）等
２．道の駅「にしめ」に係る受託事業（駐車場、ﾄｲﾚ、休憩施設等の維持管理）
３．上記に関する一切の事業
令和8年3月30日をもって事業を停止し、翌3月31日に解散。
令和8年4月1日から清算会社として、清算事務を継続。

４　財務状況（令和8年3月31日現在）

貸
借
対
照
表
か
ら

項　　目
金 額 （千円）　税抜

損
益
計
算
書
か
ら

項　　目
金 額 （千円）　税込

140,304 124,078

負債 9,266 10,605 1,730 （内市からの補助金・指定管理料） 3,057 2,786 2,786

総資産 65,867 63,904 28,160 総収入（売上高＋営業外収益＋特別利益） 134,653

△ 3,119 △ 19,787

純資産 56,602 53,299 26,430 当期純利益 104 △ 3,303 △ 26,869

（有利子負債） 4,640 3,920 0 経常利益 288

６　第三セクターへの関与の状況（単位：千円　税込み）

（１）公的支援（令和8年3月31日現在）

項 目 前々年度 前年度 本年度 備考（目的、内容、算出根拠等）

△ 2,553 △ 26,167

５　役職員の状況（令和8年3月31日現在）

取締役数（うち市出向者・退職者） 0 （退 0） 正職員数（うち市出向者・退職者） 0 （退 0）

利益剰余金 26,602 23,299 △ 3,570 減価償却前当期利益 104

①補助金（助成金） 298 0 0

②利子補給 0 0 0

③税の減免額 0 0 0

④その他 0 0 0

小 計 298 0 0

⑤損失補償契約に伴う金利軽減額 0 0 0

合 計 298 0 0

⑥出資金、低金利貸付等に伴う機会費用 0 0 0

小 計 0 0 0

（２）その他（令和8年3月31日現在）

項 目 前々年度 前年度 本年度

【参考】指定管理料（税込） 3,065 3,065 3,065 道の駅周辺施設

①損失保証契約に係る債務残高 0 0 0

②貸付金残高 0 0 0

７　添付資料　貸借対照表、損益計算書

※本資料は、第31期決算報告書（令和7年4月1日から令和8年3月31日まで）に基づいて作成したものである。

③出資金（増資等） 0 0 0

合 計 0 0 0
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決 算 報 告 書

（第 ３１ 期）

自 令和 7 年 4 月 1 日
至 令和 8 年 3 月 31 日

にしめ物産 株式会社

由利本荘市西目町沼田字新道下１１１２－２



貸借対照表

にしめ物産 株式会社

令和 8年 3月31日 現在 単位：円

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

【流 動 資 産】 【 27,995,702】 【流 動 負 債】 【 1,730,312】

現 金 371,458 未 払 費 用 851,602

預 金 25,901,232 未 払 税 金 184,000

貯 蔵 品 9,591 預 り 金 32,510

前 払 費 用 277,414 未 払 消 費 税 等 662,200

未 収 入 金 1,161,900 負 債 合 計 1,730,312

立 替 金 274,107

【固 定 資 産】 【 164,317】

（有 形 固 定 資 産） （ 129,068） 純 資 産 の 部

車 両 運 搬 具 1 【株 主 資 本】 【 26,429,707】

一 括 償 却 資 産 129,067 資 本 金 30,000,000

（投資その他の資産） （ 35,249） （利 益 剰 余 金） （ 3,570,293）

出 資 金 26,649 利 益 準 備 金 840,000

リ サ イ ク ル 8,600 そ の 他 利 益 剰 余 金 4,410,293

別 途 積 立 金 5,000,000

繰 越 利 益 剰 余 金 9,410,293

純 資 産 合 計 26,429,707

資 産 合 計 28,160,019 負 債 ・ 純 資 産 合 計 28,160,019



損益計算書

にしめ物産 株式会社

自 令和 7年 4月 1日

至 令和 8年 3月31日 単位：円

科 目 金 額

【売 上 高】

物 産 売 上 高 41,442,773

直 売 所 売 上 高 61,444,402

印 紙 等 売 上 高 4,724,141

た ば こ 売 上 高 228,060 107,839,376

【売 上 原 価】

期 首 棚 卸 高 8,319,251

物 産 仕 入 高 25,680,351

直 売 所 仕 入 高 48,853,325

印 紙 等 仕 入 高 4,430,045

た ば こ 仕 入 高 857,754

露 天 仕 入 高 31,183 88,171,909

売 上 総 利 益 金 額 19,667,467

【販売費及び一般管理費】 55,482,388

営 業 損 失 金 額 35,814,921

【営 業 外 収 益】

受 取 利 息 76,422

受 取 家 賃 4,515,000

委 託 料 収 入 7,737,800

受 取 配 当 金 100

雑 収 入 3,909,245 16,238,567

【営 業 外 費 用】

支 払 利 息 48,084

イ ベ ン ト 費 110,432

雑 損 失 51,885 210,401

経 常 損 失 金 額 19,786,755

【特 別 損 失】

固 定 資 産 除 却 損 213,853

リ ー ス 解 約 損 6,684,502 6,898,355

税引前当期純損失金額 26,685,110

法人税、住民税及び事業税 184,000

当 期 純 損 失 金 額 26,869,110



販売費及び一般管理費

にしめ物産 株式会社

自 令和 7年 4月 1日

至 令和 8年 3月31日 単位：円

科 目 金 額

役 員 報 酬 630,000

給 与 手 当 22,038,482

賞 与 1,487,640

退 職 金 629,410

法 定 福 利 費 2,094,779

福 利 厚 生 費 504,088

衛 生 料 704,436

旅 費 交 通 費 616,520

通 信 費 765,939

交 際 費 3,350

減 価 償 却 費 702,832

保 守 点 検 料 848,640

損 害 保 険 料 274,159

修 繕 費 724,350

水 道 光 熱 費 2,028,748

消 耗 品 費 459,421

租 税 公 課 1,966,335

荷 造 発 送 費 374,083

包 装 材 料 費 250,594

事 務 用 品 費 441,406

広 告 宣 伝 費 85,360

支 払 手 数 料 3,095,537

諸 会 費 176,400

新 聞 図 書 費 46,800

車 輛 費 82,274

リ ー ス 料 3,407,404

会 議 費 28,227

警 備 料 338,910

寄 付 金 6,691,291

雑 費 3,984,973

合 計 55,482,388



株主資本等変動計算書

にしめ物産 株式会社

自 令和 7年 4月 1日

至 令和 8年 3月31日 単位：円

株主資本

資本金 当期首残高及び当期末残高 30,000,000

利益剰余金

利益準備金 当期首残高及び当期末残高 840,000

その他利益剰余金

別途積立金 当期首残高及び当期末残高 5,000,000

繰越利益剰余金 当期首残高 17,458,817

当期変動額 当期純損失 26,869,110

当期末残高 9,410,293

利益剰余金合計 当期首残高 23,298,817

当期変動額 26,869,110

当期末残高 3,570,293

株主資本合計 当期首残高 53,298,817

当期変動額 26,869,110

当期末残高 26,429,707

純資産合計 当期首残高 53,298,817

当期変動額 26,869,110

当期末残高 26,429,707



個別注記表

にしめ物産 株式会社

自 令和 7年 4月 1日

至 令和 8年 3月31日

この計算書類は、「中小企業の会計に関する基本要領」によって作成しています。

重要な会計方針に係る事項に関する注記

資産の評価基準及び評価方法

棚卸資産の評価基準及び評価方法

売価還元法を採用しています。

固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

定率法（ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）は

定額法）を採用しています。

その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

株主資本等変動計算書に関する注記

発行済株式の種類及び総数に関する事項

前期末株式数（発行済普通株式） 600株

当期増加株式数（発行済普通株式）

当期減少株式数（発行済普通株式）

当期末株式数（発行済普通株式） 600株

前期末株式数（発行済優先株式）

当期増加株式数（発行済優先株式）

当期減少株式数（発行済優先株式）

当期末株式数（発行済優先株式）


